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高齢者を取り巻く状況

https://www.mhlw.go.jp/content/000801559.pdf厚生労働省

ヤングケアラー

https://www.mhlw.go.jp/content/11907000/000767891.pdf厚生労働省

子ども家庭庁 https://www.cfa.go.jp/policies/young-carer/

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0609/chiikihoukatukea/kaigosya-kouhou.html埼玉県

ヤングケアラー
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要介護度別認定者数の推移
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引用：国民生活基礎調査2022年度調査 05.pdf (mhlw.go.jp)

2022（R4）年 要介護度別にみた介護が必要となった
主な原因 上位３位
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引用：国民生活基礎調査2022年度調査 05.pdf (mhlw.go.jp)

2022（R4）年 要介護度別にみた介護が必要となった主な原因
上位３位
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2015年から2025年までの10年間も、急
速に増加。

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）

678 
870 

1,037 
1,138 

1,252 
1,460 1,458 

1,258 
1,216 

1,307 
1,453 

1,418 
1,235 

224 

294 

383 
494 

620 

720  831 
1,002 

1,024 
970 

964 1,029 
1,152 

901 

1,164 

1,419 

1,632 

1,872 

2,180 
2,288 

2,260 2,239 
2,277 

2,417 
2,446 

2,387 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

75～84歳

85歳～

（万人）

○85歳以上の人口は、2015年から2025年までの10年間、
75歳以上人口を上回る勢いで増加し、2035年頃まで一貫
して増加。

今後の高齢者をとりまく状況（２）

75歳以上の人口の推移 85歳以上の人口の推移

224 
294 

383 

494 

620 

720 

831 

1,002 1,024 970  964 
1,029 

1,152

0

200

400

600

800

1,000

1,200
（万人）

6

引
用
・
厚
生
労
働
省
老
健
局
資
料

今後の高齢者を取り巻く状況（２）



出典： 2019年までは総務省統計局「人口推計」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」の人口より作成

今後の⼈⼝の変化（対前年⽐の推移）

第６期計画 第７期計画 第８期計画 第９期計画 第10期計画 第11期計画 第12期計画
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① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,677万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,935万人）。
また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。

2055年2025年2020年2015年

3,704万人（38.0%）3,677万人（30.0%）3,619万人（28.9%）3,387万人（26.6%）65歳以上高齢者人口（割合）

2,446万人（25.1%）2,180万人（17.8%）1,872万人（14.9%）1,632万人（12.8%）75歳以上高齢者人口（割合）

② 65歳以上高齢者のうち、認知症高齢者が増加していく。

④ 75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況

は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。 ※都道府県名欄の（ ）内の数字は倍率の順位

（1,000世帯） 世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計

全国山形県(47)秋田県(46)鹿児島県(45)～東京都(17)～大阪府(5)愛知県(4)神奈川県(3)千葉県(2)埼玉県(1)

1632.2万人
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＜18.4%＞

26.5万人
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＜10.9%＞

105.0万人
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80.8万人
＜10.8%＞

99.3万人
＜10.9%＞

70.7万人
＜11.4%＞

77.3万人
＜10.6%＞

2015年
＜＞は割合

2180.0万人
＜17.8%＞
（1.34倍）

21.0万人
＜20.6%＞
（1.10倍）

20.9万人
＜23.6%＞
（1.11倍）

29.5万人
＜19.5%＞
（1.11倍）

194.6万人
＜14.1%＞
（1.33倍）

150.7万人
＜17.7%＞
（1.44倍）

116.9万人
＜15.7%＞
（1.45倍）

146.7万人
＜16.2%＞
（1.48倍）

107.2万人
＜17.5%＞
（1.52倍）

120.9万人
＜16.8％＞
（1.56倍）

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

（％）
③ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国） (平成29(2017)年4月推計)」より作成

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年3月推計)」より作成

2012年 2025年

（括弧内は65歳以上人口対比）

462万人
(15%)

約700万人
(約20%)

※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」
（平成26年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学
二宮教授）による速報値
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世帯構造別にみた「要介護者等のいる世帯」の
構成割合の推移

引用：厚生労働省．国民生活基礎調査2022．表15．https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa22/dl/14.pdf 9



介護をしている者の数と有業者の割合の推移
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（出所）総務省統計局「平成29年就業構造基本調査」より作成 11
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（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「仕事と介護の両立等に関する実態把握のための調査研究事業」（厚生労働省委託事業）令和４年３月

離職者後の介護負担の変化

介護を機に離職した人の、離職後の精神面、肉体面、経済面の負担感はいずれも増大。
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• ⽣産年齢⼈⼝の減少が続く中で、ビジネスケアラー（仕事をしながら家族等の介護に従事する者）の数は増加傾向であり、介護に起因した
労働総量や⽣産性の減少が⽇本の労働損失に有する影響は甚⼤。

介護と仕事の両⽴実現に向けては、職場・上司の理解が不⾜していることや、両⽴体制構築に当たっての初動⽀援が⼿薄いこと、介護保険サー
ビス単体ではカバー範囲が限定的であること等が課題として挙がり、従業員個⼈のみでは⼗分な対応が困難な状況

出所︓令和４年度ヘルスケアサービス社会実装事業（サステナブルな⾼齢化社会の実現に向けた調査）概要版

ビジネスケアラー発生による経済損失

ビジネスケアラー発⽣による経済損失額
2030年時点 約９兆円に迫る

13



48.4%
36.5%

27.9%
20.9%
20.6%

17.8%
17.7%
16.1%
15.2%

8.9%
4.3%

1.8%
0.5%

7.2%
16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族・親族
ケアマネジャー

「手助・介護」が必要な本人
地域包括支援センター

病院の医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ）や看護師
友人・知人

自治体
勤務先

介護サービス事業者、障害福祉サービス事業者
相談支援専門員

民生委員・児童委員
ボランティア
その他の窓口

誰にも相談していない
あてはまるものはない

正規労働者(n=1755)

（出所）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「仕事と介護の両立等に関する実態把握のための調査研究事業」（厚生労働省委託事業） 令和４年３月より作成

家族介護者の介護や手助けに関する相談相手
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【埼玉県】自身がヤングケアラーである、過去にそうであったか

回答者48,261名の内、「はい」は2,577 名（5.3％）であった。

出典：埼玉県ヤングケアラー実態調査2020 18



自身がヤングケアラーである、または過去にそうであったと思うか。
回答者48,261名の内、「はい」は2,577 名（5.3％）であった。

ケアの内容（複数回答）

19出典：埼玉県ヤングケアラー実態調査2020



出典：埼玉県ヤングケアラー実態調査2020

【埼玉県】 ケアの開始時期 ／ ケアをしている頻度

ケアをしている頻度

ケアの開始時期
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出典：埼玉県ヤングケアラー実態調査2020

【埼玉県】ケアをしている理由（複数回答）
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出典：埼玉県ヤングケアラー実態調査2020

【埼玉県】 学校生活への影響（複数回答）
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転載：子ども家庭庁 ヤングケアラー 普及開発リーフレット



ヤングケアラーとは

転載：子ども家庭庁 ヤングケアラー 普及開発リーフレット



ヤングケアラーと関係の深い子どもの権利

第３条 子どもにもっともよいことを
第６条 生きる権利・育つ権利
第12 条 意見を表す権利
第13 条 表現の自由
第24 条 健康・医療への権利
第26 条 社会保障を受ける権利
第27 条 生活水準の確保
第28 条 教育を受ける権利
第31 条 休み、遊ぶ権利
第32 条 経済的搾取・有害な労働からの保護

厚生労働省 令和３年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業 「多機関連携によるヤングケアラーへの支援の在り方に関する調査研究」より抜粋・整理
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ヤングケアラーに関する相談先

転載：子ども家庭庁 ヤングケアラー 普及開発リーフレット 26



https://w
w
w.m

hlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/
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会

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人
と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を指してい
ます。

地域共生社会
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地域包括ケアシステム
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介護保険制度
介護保険制度 導入の基本的考え方
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概
要
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介護保険制度のしくみ
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要支援・要介護認定の流れ
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介護サービスの種類
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制度発足時 発展期 地域包括ケア推進期

2000年~2005年 2006年~2015年 2015年~

アセスメント アセスメント アセスメント

ケアプラン原案作成 ケアプラン原案作成 ケアプラン原案作成

本人･家族･多職種の会議 本人･家族･多職種の会議 本人･家族･多職種の会議

モニタリング モニタリング モニタリング

再アセスメント 再アセスメント

個別サービス計画との調整 個別サービス計画との調整

介護サービスの品質管理 介護サービスの品質管理

多職種連携 多職種連携

利用者のアドボカシー 利用者のアドボカシー

家族に対する支援 家族に対する支援

同職種間連携

地域へのはたらきかけ

地域課題の発見

政策提言

日本におけるケアマネジメント機能の発展

地域家族個別

間接援助

直接援助

地域共生社会への展開
2021〜
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ケアマネジメントの定義[英国]

利用者の保健医療、ケア、教育、雇用ニーズを充足するため

に、コミュニケーションと利用可能な資源を活用して、必要とし

ているオプションやサービスの提供に向けてアセスメント、計画

作成、計画の推進、調整、モニタリング、評価を協働していく過

程であり、質の高い効率的な成果を得ることにある。

Case Management  Society of UK : CMSUK Standards and Best Practice Guidelines 2nd Edition:8,2014

34



（目的）
第1条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、入浴、
排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要する者等について、

これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保
健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制
度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増
進を図ることを目的とする。

（介護保険）
第2条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」という。）に関し、必
要な保険給付を行うものとする。

２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとともに、医療との連
携に十分配慮して行われなければならない。
３ 第1項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、被保険者の選択

に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者又は施設から、総合的かつ効率
的に提供されるよう配慮して行われなければならない。
４ 第1項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、可能な限り、

その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮されなければ
ならない。

介護保険法
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意思決定支援

〇障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援 ガイドライン
（H29.3 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部）

〇認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドライン
（H30.6 厚生労働省）

〇意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン
（R2.10厚生働省社会・援護局意思決定支援ワーキング・ グループ）

〇 人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセ スに関するガイドライン
（H30.3 人生の最終段階における医療の普及・啓発の在り方に関する検討会）

36



第⼗三条 すべて国⺠は、個⼈として尊重される。⽣命、⾃由及び幸
福追求に対する国⺠の権利については、公共の福祉に反しない限り、
⽴法その他の国政の上で、最⼤の尊重を必要とする。

⽇本国憲法
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内閣府．平成26年障害者白書．
https://www8.cao.go.jp/shougai/whitepaper/h26hakusho/zenbun/h1_01_03_02.html 2024.05.01

「障害者権利条約」の批准

 我が国は、本条約の起草段階から積極的に参加するとともに、国内NGOとの意見交換の実施や
障害者NGO代表の政府代表団顧問としての参加を通じて、障害当事者のための条約づくりを目指
してきた。平成19年９月、我が国はこの条約に署名し、平成26年１月に批准した。

 最も重要な基本原則として「個人の自律（自ら選択する自由を含む。）」の尊重を掲げ（第
３条(a)）、特に第１２条は、障がい者が生活のあらゆる場面において他の者と平等に法的能力
を享有すること（同条第２項）、締約国は障がい者がその法的能力の行使に当たって必要とす
る支援を利用するための適当な措置を採ること（同条第３項）を規定している。これは精神上
の障害があることをもって一律に行為能力を制限することを否定し、誰もが自ら意思決定する
ことができるよう、必要な支援を可能な限り尽くすこと（意思決定支援原則）を指導理念とす
る制度を求めたものである。この指導理念に基づき、国や地方自治体、そして支援を必要とす
る人に関わるすべての者が、生活のあらゆる場面において、意思決定に必要な支援を行う社会
が求められている。
転載：日本弁護士連合会．総合的な意思決定支援に関する制度整備を求める宣言．
https://www.nichibenren.or.jp/document/civil_liberties/year/2015/2015_1.html 2024.05.01 38
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